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■論説■

原子力発電コストの将来展望
FutureProspectonEconomicsofNuclearGeneration

． …

1．はじめに

原子力発電は第1次石油危機に始まる化石燃料の高

価格化のなかで化石燃料発電に対して経済的に優位に

なり，加えて燃料供給の安定性についてもすぐれてい

たことから石油代替エネルギー開発の柱として重点的

に開発が進められてきた

ところが，最近の原油価桁をはじめとする化石燃料

価格の下落を受けて原子力発電はかってのような不動

の経済的優位性は失なわれつつある．さらに昨今の円

高基調は円建てベースでの化石燃料価格を一層低下さ

せてきており，原子力発電は固定費比率が高いため円

高メリットについて化石燃料発電のようには十分に享

受できないでいる

一方，原子力発電は燃焼度の向上，建設費の肖ll減等

が検討されており，これらが計、どおり実現されれば

原子力発電は大幅なコストダウンが図られることにな

り，化石燃料発電に対して高い経済的優位性を得るこ

とになる．

本稿においては，原子力発電が_上記のように計Imiさ

れている技術改良が経済性向上に与える影響について

他電源と比較しながら論ずることとする．

経済’性に関する分析の手法についてはモデルフ°ラン

トの生涯年均等化コストを計算し，電源ごとに比較す

ることとする生涯年均等化コストとは新規発電所に

係わる生涯コストについて現在価値換算し，これを生

涯年にわたって発生した電力量を現在価値化したもの

で割った発電単価の評価である．

｜司方法は間定費比率の高い原子力などの埴源と変動

費比率の高い石油などの電源を|司じ基盤に立って経済

性を評価する上で望ましい評価であると考えられてい

る．
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表1前提条件

l)償却期間

2）残存価額率

3）資本報酬率

4）固定資産税率

5）所内率

6）運転曲率

7）投備利用率

8）長期割引率

9）建設費に占める

土地代の比率

10)燃料発熱量

l1)発電端熱効率

15%(原子力は16％）

10％

7．2％

1．4％

原子力4．0％石炭火力8．4％

LNG3.6%石油火力3．5％

原子力4．0％石炭火力4．8％

LNG36%石油火力3．9％

1985年度運開70％

2000年度運開80％

6 ％

原子力1%石炭火力3％

L N G 4 % 石 油 火 力 4 ％

C重油9．750kcal／j

LNG13,300kcal/kj

石炭dryベース6,600kcal/kg

湿炭ベース(8%)6,075kcal/kg

39％（火力のみ）

＊3）については電気料金の中でレートベースに対して使用され

ている率を適用

なお，本試算の対象年度は1987年度運開ベースおよ

び原子力発電の経済性の将来展望のために2000年度運

開ベースとし，1987年度実質価値表示とする．試算

の諸前提は表1のとおり

2．燃料価格の見通し

2．1核燃料サイクルコスト

aウラン精鉱ウラン精鉱費は1990年まで実質横

這いであるが，以降在庫水準の低下などにより需給が

タイト化するものと考え，年率1%で上昇するものと

想定

b.UF6転換転換技術はすでに成熟段階に入っ

ているとみられるため1987年度の6．675ドル/kgUの

まま猫這いで推移するものと想定

c・濃縮ウラン濃縮市場では近年になってフラン

、

－ 。 －
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による建設リードタイムの長期化に起因するものと考

えられる．（本試算では建設費について原子力発電

31.8万円/kW,石炭火力25.5万円/kW,石油火力

16.7万円/kW,LNG火力21.8万円/kWを採用した．

これは1984年～1990年の間に運開ないし運開予定のプ

ラントの建設費を拾い出し，物価補正・号数補正を施

し，平均化した値）

（2）石炭価格が1982年を境として下落の傾向にある

こと．このことが燃料費比率が相対的に高い分だけ石

炭火力コストを押し下げる要因となっている．一方，

原子力発電においてはバックエンドが本格化し，わず

かではあるが核燃料サイクルコストを増加させてきて

いる．

（3）為替レートの円高傾向が顕著であり，石炭炉前

価格が円高ベースで低下したこと．また将来も円高基

調は続くものとみられるため石炭炉前価格は短中期的

には上昇しないと考えられる．一方，固定費比率が高

い原子力は円高メリットを石炭火力のようには享受で
きないでいる．

表82000年度運開の発電コスト

(燃料価格のみ変動均等化コスト）

（単位：円/kWh)

1）

2）

3）

設備利用率70％

送電端

原子力には下記の要素を考慮

･廃炉コスト1984年度価格110万kWで300億円と想定

･放射性廃棄物費用0.10円/kWhと想定

ベースに比較して同等である．

なお,原子力発電については廃炉費用および放射性

廃棄物処分費用として一般にいわれている水準(それぞ

れ0.42円/kWh,0.1円/kWh)を算入していることに

より1987年度運開ベースに比してやや高くなっている．

4．2発電効率改善ケース

化石燃料発電については現行以上の飛躍的な熱効率

改善は見込めなくなっているが，さらに7％程度の熱

効率の向上が計画されている．

一方，原子力発電については現在検討されている改

良標準化計画諸方策の実現が図られ，燃焼度が現行の

約30,000MWD/TUから約45,000MWD/TUに向上

するものとみられる．

以上の見通しに基づき設備利用率80%(燃焼度向上

により設備利用率が改善される）で比較すると原子力

発電は8.81円/kWh,石炭火力8.98円/kWhとなり，

原子力発電は経済的優位性を回復する（この際，石炭

火力も経済性向上を図るのでコールセンターを経由し

4．将来の発電コスト比較（2000年度運開ベース）

将来の原子力発電の経済性比較について2000年度運

開ベースを基準において検討する．燃料価格について

は2.で述べた見通しのとおりであるが，その他原子力

発電および石炭火力をはじめとする化石燃料発電につ

いていくつかの技術改良が施されることになっている．

すなわち原子力発電については現在,政府・電力・メー

カー一体となって改良標準化計画を推進中であり，信

頼性，稼働率の向上（長期サイクル運転，定期検査の

効率化など)，耐震設計，許認可関連事項の標準化，
建設工期の短縮化などが図られようとしている．

ここではこれら技術改良計画のうち経済性向上に寄

与する要件として燃焼度向上，建設費削減の効果を火

力発電の技術改良（熱効率改善，石炭火力については

環境対策設備のコンパクト化）の効果を比較しながら

論じることとする．

4．1燃料価格のみ変動するケース

建設費水準を実質不変とし，2．で述べた燃料価格見

通しにより2000年度運開ベースの発電コストを試算す

ると設備利用率70％で原子力発電は10.29円/kWhと

なり，コールセンター経由の石炭火力（10.98円/kW

h)よりも安いが，コールセンターを経由しない石炭

火力（10.08円/kWh)よりは若干高くなる．

原子力発電の石炭火力との経済性格差は1987年度運開

表92000年度運開の発電コスト

(発電効率改善ケース均等化コスト）

（単位：円/kWh)

原子力｜石炭｜石油 LNG

資
運
燃

本
転
料
一
計

費
費
費

5．61

1．89

l.31

4．52

1．91

2．56

8．98

2.80

0.96

8.94

3．66

1．16

7.31

8．81 12.71 12.14

1）設備利用率80％2）送電端

3）発電効率改善原子力高燃焼度化(45,000MWD/TU)
その他熱効率改善（7％向上）

4）石炭についてはコールセンターを経由しないケースで計算

－6－

原子力
石炭

忌乃と経由
石油 LNG

資本費

運転費

燃料費

6.41

2.16

1.72

5.16

2.18

2.74

″
〃

3.64

3.20

1.10

9.59

4.18

1.33

7.82

計 10.29 10.08 10.98 13.86 13.33
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表102000年度運開の発電コスト

(発電効率改善建設費削減ケース均等化コスト）

（単位：円/kWh)

2.0
1．751．721．31

|、5

高レベル廃棄物処分

再処理

SF輸送

成型加工

浪縮

UF6転換

ウラン精鉱

％６２ ％
％

２

２
５
２

1．0

1）設備利用率80%2)送電端

とを示唆している．

2000年度運開ベースでみると原子力発電については

燃料費のみ変動するケース4.1に対して燃焼度向上・

建設費削減のケース4.3は発電コストで16％削減され

ている．石炭火力は同比較で9％の削減である（石油

火力5%,LNG火力4%).現在検討されている技術

改良の諸プログラムは原子力発電において最も経済性
●

向上の効果が大きい．つまり，原子力発電は技術集約

型エネルギー源であるために技術改良が経済性に与え

る影響も他の発電様式に比べて顕著であるということ

ができる．

それだけに改良標準化計画の果す役割は大きく，そ

の諸プログラムが着実に実行されることが望まれる．

0.5

23％

0

1987年度2000年度2000年度

運開運開運開(燃焼度向上）

図－1核燃料サイクルコストの推移

ない場合を想定)．

原子力発電と石炭火力の経済的競合分岐点は設備利

用率70%程度である．なお，燃焼度向上が原子力発電

の経済性に与える寄与は4.5％，一方石炭火力につい

ては熱効率が改善されることによる寄与は1.9％である．

4．3建設費削減ケース

原子力発電については改良型軽水炉開発に際し，建

設工法の改善，建設工期の短縮化，許認可関連事項の

標準化などにより建設費の上昇を抑制させながらスケ

ールアップ（110万kW→135万kW)が図られるとし

ている．これにより改良型軽水炉で15%建設費の低減

が予想される(ABWRで20%,APWRで10%).

一方，石炭火力については環境対策設備（脱硫，脱

硝）のコンパクト化を図ることにより，建設費単価が

現行に比べ10%削減できるとされている．

これらによる経済的効果を4.2の効果に加えて評価

すると設備利用率80%で原子力発電が7.74円/kWh,

石炭火力が8．34円/kWhとなり，原子力発電の石炭

火力など他の化石燃料発電に対する経済的優位性は拡

大されることになる．

原子力発電と石炭火力の経済的競合分岐点は設備利

用率40%程度に押し下げられる．これは標準化による

徹底したコスト削減が実現しているフランスの原子力

発電と同等の経済的競合水準であるといえる．また，

負荷追従運転に関する技術開発を促せば原子力発電は

中間負荷帯への対応も可能となる経済的基盤をもつこ

5．為替レート変動による影響

原子力開発は当初より国産化に重点が置かれ，推進

されてきた．そのために現在，化石燃料発電が享受し

ているような円高メリットは原子力発電の場合十分で

はない．原子力発電と化石燃料発電との経済的格差が

一層縮少しているのはそのためである．

本論では為替レートを1987年度145円／ドル，1995

年度125円／ドル，2000年度120円／ドルと想定し試算

しているが，これを円高ケースとして2000年度100円

／ドル，円安ケースとして同140円／ドルの両ケース

と比較して検討する（条件は4.3のケースを基準とす

る)．

これにより計算すると円高ケースと円安ケースとの

コスト幅は原子力発電0.2円/kWh(為替レート変動

表11為替レート変動（円／＄）

－7－

原子力 石炭 石油 LNG

資本費

運転費

燃料費

4．82

1．61

1．31

4．07

1．72

2．56

2．80

0．96

8．94

3．66

1．16

7．31

計 7．74 8．34 12.71 12.14

19871990199520002010

基準ケース 145125125120113

円高ケース 14512011010093

円安ケース 145145145140133
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表12為替レート変動による発電コスト感度分析（単位：円/kWh)

1987年度運開 2000年度運開

原子力 石炭 石 油 原子力LNG 石炭 石油 LNG

基準ケース

円高ケース

円安ケース

変動幅(%）

０
６
７

９
８
９
４
７

●
●
①
●
。

９
９
９
０
０
－
十

４
４
３

７
５
０
１
０

凸
●
。
。
、

９
９
０
２
３

１
－
十

９
８
２

２
８
９
０
１

●
Ｏ
●
●
も

〈
０
ｑ
Ｊ
《
０
４
４
ハ
リ

ゴ
１
己
１
一
十

４
４
４

７
６
８
３
３

●
。
。
●
由

７
７
７
１
１
－
十

8．34

7．92

8.77

-5.0

+5.2

△
ロ
バ
詮
【
，
〃
０
〈
叩
〃
］
Ｐ
畦
副
叩
〉
Ｐ
Ｈ
Ｂ
Ｕ

利
０
口
▲
ｎ
ｘ
Ｕ
ａ
一
死
詮
Ｇ
●
｝

略
皿
皿
刈
叩
一

円/kWh
ある．

(1)短期的にみれば原子力発電と石炭火力は経済的

に拮抗した状態が続くものと思われが，原子力発電は

現在計画されている諸う｡ログラムが実現することによ

り大幅なコストダウンが図られ，石炭火力をはじめと

する化石燃料発電に対して十分な経済的優位性が確保
されることになる．

（2）原子力発電は技術集約型エネルギー源であるた

め技術改良が経済性向上に与える影響は他電源に比べ

顕著である．したがって，安全性の確保に万全を期し

つつ軽水炉改良標準化計画に基づく燃焼度向上，建設

費削減のプログラムが着実に実行されることが重要で

あるまた原子力開発に関する政府，電力，メーカー

間の協調も改良標準化の効用を確実なものにするうえ

で必須の条件である

（3）数年来の急激な円高傾向は原子力発電に対して

は他の電源のような大きなメリットをもたらしていな

いが，一方で為替レートの変動が経済性に与える影響

が小さく安定した電源であると評価される．核燃料は

核燃料サイクルの各段階で供給調達元が分かれている

ために核燃料サイクルコストの変動が少ないことを考

え合わせると原子力発電はその他の要因に制されるこ

との少ない自律的電源であると評価することができる

｜
帷
！

《
ｂ
テ
ヮ

87年度運開

苧一一一一_ー一一一一一

；2000年度運開

４
３
２

安ケース

｜|’

寧
円安ケース

円高ケース

高ケース

０
９

’

で
■…-PIF学ぞ韻一躍

■■■悪舞i

’

ﾕｰL
原子力石炭石油LNG原子力石炭石油LNG

図－2為替レート変動による発電コスト幅

1円につき0.07%),石炭火力0_9円/kWh(同03%),

石油火力2.9円/kWh(同06%),LNG火力2.61W/
kWh(同0.5%)となる．

すなわち，化石燃料発電が為替レートの変動によっ

てコストが大きく変動するが，原子力発電は固定費比

率が高いのでそれだけ為替レート変動に対して安定し
ていると評価することができる．

4．で検討したように原子力発電が化石燃料発電に対

して十分な経済的優位性が確保されれば，原子力発電

は電気料金の安定性に貢献し，急激な経済変動に耐え
うる電源であるといえる
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以上，原子力発電の経済について現在および将来の

評価を主に石炭火力と比較しながら論じてきたわけだ

が，検討の内容から導き出せる結論は以下のとおりで

4）

－ 8 －




